
ユニバーサルサービス（基礎的電気通信役務）制度に係る

修正番号単価の公表について 

一般社団法人電気通信事業者協会(会長：宮内 謙)は、４月２０日開催の支援業務

諮問委員会(委員長 菅谷 実 慶応義塾大学名誉教授)の答申を受けて、本日、ユニバ

ーサルサービスに係る修正合算番号単価及び修正番号単価を下記のとおり算定した

のでお知らせします。 

記 

１ 修正合算番号単価及び修正番号単価の算定 

（１）修正合算番号単価の算定

合算番号単価の修正は行わない。 

⇒ 平成３０年度の修正合算番号単価については、番号告示に基づき算定した結果、

最終算定月が平成３１年１月と予測される（別紙１参照）ことから合算番号単価

（２円）は修正しないこととする。

（参考） 

１ 最終算定月とは、当該年度に補填すべき金額を徴収額が超える月をいう。 

２ 合算番号単価は、算定規則及び番号告示に基づき、原則として、 

・1月番号分（4月支払分）から６月番号分（9月支払分）までは、毎年度認可する交

付金の額等の認可の前提として毎年９月に算定。

・７月番号分（10 月支払分）から最終算定月番号分（通常は 12月番号分（3月支払分））

までは、毎年４月に算定。 

３ 毎年９月の算定は次年度の合算番号単価を定める基本的な算定であるのに対し、毎年

４月の算定は当該年度における負担金の徴収を調整するための調整的な算定であって、

合算番号単価は、毎年９月の算定で年度分を確定することを基本として運用している。 

４ 番号単価は原則として算定対象年度の４月に修正するものとされており、最終算定月

が算定対象年度の９月以前又は３月以降となると見込まれるときにあっては修正合算

番号単価を用いるとされている。（番号告示 第３条第２項）。  

（２）修正番号単価の算定

番号単価については、各適格電気通信事業者に係る徴収必要額を調整するため

以下のとおり修正する（別紙２及び別紙３参照）。



ＮＴＴ東日本 １．１３２０３８５４円 

（現行１.１３５１９３４７円） 

 

ＮＴＴ西日本 ０．８６７９６１４６円 

（現行０.８６４８０６５３円） 

 

 

２ 修正番号単価等の適用の時期 

 

平成３０年７月から１２月までの算定対象電気通信番号に係る負担金の額の算定に

適用。 

 
 

 

以上 



【平成３０年度 最終算定月～負担金の徴収見込み】

区分 番 号 単 価 ：２ 円

算定月 繰越額 1月 2月 3月 4月 5月 6月

累計額 364,631 849,313 1,334,972 1,822,403 2,310,705 2,798,638 3,286,007

徴収率 5.5% 12.9% 20.3% 27.7% 35.1% 42.5% 49.9%

区分 番 号 単 価 ：２ 円

算定月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1月

(最終算定月）

累計額 3,774,748 4,263,228 4,753,037 5,243,253 5,733,226 6,223,873 6,714,783

徴収率 57.3% 64.7% 72.2% 79.6% 87.1% 94.5% 102.0%

【単位：千円】

(注) １月までは実績数、２月以降については当該各月末の電話番号
の総数に 前年度各月ごとの伸び率を加えて算出した見込み額で
ある。

負担金の額 6,585,357

予測過不足額

（累計額－負担金の額） －361,484

予測次年度繰越額

（累計額－負担金の額） 129,426

別紙１



修正番号単価の算定 【ＮＴＴ東日本】

（２）合算番号単価に(１)の算出額を乗じた後、H30.7～12月の間で徴収すべき総額
(Ｄ東とＤ西の合計額)で除する。（Ｆ×Ｄ東÷Ｄ＝ＮＴＴ東日本修正番号単価）

（１）H30.7～12月の間で徴収すべき額を算出 （ Ａ東－Ｂ東－Ｃ東＝Ｄ東 ）

徴収すべき
負担金総額

前年度
過不足額

H30.1～6月
（算定月）間の
徴収見込額

H30.7～12月
（算定月）間の

徴収すべき見込額

●補てん対象額

3,700,467,316円

＋

●支援機関事務費

37,359,722円

＝

合計

3,737,827,038円

－ 212,167,927円 －

①H30.1月分

275,103,877円

② H30.2～6月分

(予測算定対象電気通信番
号の総数の合計適用)

1,383,059,417円

（１.13519347円

×1,218,346,875番号）

＝ 1, 867,495,817円

H30.7～12月（算定月）の間
で徴収すべき見込額の総額

3,299,350,236円

×

＝ 1．13203854 円

合算

番号単価

２円

÷

Ａ東

H30.7～12月
（算定月）間の

徴収すべき見込額

1,867,495,817円

Ｂ東 Ｃ東 Ｄ東

Ｄ東 Ｄ (Ｄ東+Ｄ西）Ｆ

別紙２



修正番号単価の算定 【ＮＴＴ西日本】

（２）合算番号単価に(１)の算出額を乗じた後、H30.7～12月の間で徴収すべき総額
(Ｄ東とＤ西の合計額)で除する。（Ｆ×Ｄ西÷Ｄ＝ＮＴＴ西日本修正番号単価）

（１）H30.7～12月の間で徴収すべき額を算出 （ Ａ西－Ｂ西－Ｃ西＝Ｄ西 ）

徴収すべき
負担金総額

前年度
過不足額

H30.1～6月
（算定月）間の
徴収見込額

H30.7～12月
（算定月）間の

徴収すべき見込額

●補てん対象額

2,819,068,631円

＋

●支援機関事務費

28,461,168円

＝

合計

2,847,529,799円

－ 152,463,002円 －

① H30.1月分

209,578,045円

② H30.2～6月分

(予測算定対象電気通信番
号の総数の合計適用)

1,053,634,333円

（0.86480653円

×1,218,346,875番号）

＝ 1,431,854,419円

H30.7～12月（算定月）の間
で徴収すべき見込額の総額

3,299,350,236円

×

＝ 0．86796146 円

合算

番号単価

２円

÷

Ａ西

H30.7～12月
（算定月）間の

徴収すべき見込額

1,431,854,419円

Ｂ西 Ｃ西 Ｄ西

Ｄ西 Ｄ (Ｄ東+Ｄ西）Ｆ

別紙３
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